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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第10期

中間連結会計期間
第11期

中間連結会計期間
第10期

会計期間
自 2024年４月１日
至 2024年９月30日

自 2025年４月１日
至 2025年９月30日

自 2024年４月１日
至 2025年３月31日

売上収益 (百万円) 1,651,062 1,529,870 3,355,916

税引前中間(当期)利益 (百万円) 216,858 230,340 278,152

親会社の所有者に帰属する
中間(当期)利益

(百万円) 138,926 156,293 183,912

親会社の所有者に帰属する
中間(当期)包括利益

(百万円) 211,736 70,993 316,823

親会社の所有者に帰属する持分 (百万円) 2,835,679 2,883,622 2,896,162

総資産額 (百万円) 8,423,198 7,982,935 8,589,748

基本的１株当たり
中間(当期)利益

(円) 6,946.34 7,814.68 9,195.64

希薄化後１株当たり
中間(当期)利益

(円) - - -

親会社所有者帰属持分比率 (％) 33.7 36.1 33.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 176,491 324,765 405,185

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △109,348 △66,253 △435,369

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △57,973 △210,947 △118,663

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(百万円) 1,335,683 1,227,041 1,261,635

(注) １．当社は要約中間連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ていない。

２．希薄化後１株当たり中間(当期)利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。

３．上記指標は、国際財務報告基準(以下「IFRS」という。)により作成した要約中間連結財務諸表及び連結財

務諸表に基づいている。

２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はない。

また、主要な関係会社における異動は、以下のとおりである。

[海外・再エネ発電事業]

当中間連結会計期間より、JERA Nex bp Limitedを新たに共同支配企業に分類し、持分法を適用している。詳細は、

「第4 経理の状況 1 要約中間連結財務諸表 要約中間連結財務諸表注記 16．追加情報」に記載している。

当中間連結会計期間において、共同支配企業であるJERA Nex bp Limitedを通じて、Parkwind NVの持分を50％保有

することとなった。これにより、同社を連結の範囲から除外し、持分法を適用している。

この結果、2025年９月30日現在では、当社グループは、当社、連結子会社等94社、持分法適用関連会社等96社で構

成されている。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはない。また、前事業年度の有価証券報告書に記載

した「事業等のリスク」について重要な変更はない。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績等の状況の概要

当中間連結会計期間における当社グループ（当社、連結子会社等及び持分法適用関連会社等）の財政状態、経営

成績及びキャッシュ・フローの状況の概要は以下のとおりである。

①財政状態

総資産は、前連結会計年度末に比べ6,068億円減少し7兆9,829億円となった。これは洋上風力事業を営む合弁会

社への資産移管等によるものである。

負債は、前連結会計年度末に比べ5,979億円減少し4兆9,984億円となった。これは、洋上風力事業を営む合弁会

社への負債移管等によるものである。

資本は、為替換算調整勘定の減少等から、前連結会計年度末に比べ88億円減少し2兆9,844億円となった。

この結果、親会社所有者帰属持分比率は、36.1％となった。

②経営成績

売上収益は、電力販売における収入単価の下落等により、前中間連結会計期間に比べ1,211億円減少し1兆5,298

億円となった。また、燃料調達価格影響や期首燃料在庫単価影響、燃料事業の利益減等があったものの、期ずれ

（燃料価格の変動が販売価格に反映されるまでのタイムラグ）による差益の増加や海外・再エネ発電事業の利益

増等により、親会社の所有者に帰属する中間利益は、前中間連結会計期間に比べ173億円増加し1,562億円となっ

た。

当中間連結会計期間におけるセグメントごとの経営成績は、次のとおりである。

[燃料事業]

燃料上流事業等への投資、燃料輸送・燃料トレーディング事業を行っており、燃料トレーディング事業を営

む子会社利益の減少等から、親会社の所有者に帰属する中間利益は、前中間連結会計期間に比べ20億円減少し

627億円となった。

[海外・再エネ発電事業]

海外の発電事業や国内外の再生可能エネルギー発電事業等への投資を行っており、海外IPP事業の増益等か

ら、親会社の所有者に帰属する中間利益は、前中間連結会計期間に比べ157億円増加し199億円となった。
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[国内火力・ガス事業]

国内における電力・ガスの販売等を行っており、燃料調達価格影響や期首燃料在庫単価影響等により、親会

社の所有者に帰属する中間利益は、前中間連結会計期間に比べ197億円増加し897億円となった。

③キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末における連結ベースの資金（現金及び現金同等物）は、前連結会計年度末に比べ345億円

減少し、1兆2,270億円となった。

営業活動によるキャッシュ・フローは、前中間連結会計期間に比べ1,482億円増加し3,247億円の収入となっ

た。これは、売上債権や棚卸資産の減少等によるものである。

投資活動によるキャッシュ・フローは、前中間連結会計期間に比べ430億円増加し662億円の支出となった。こ

れは、海外IPPの資産売却等によるものである。

この結果、フリー・キャッシュ・フローは、前中間連結会計期間に比べ1,913億円増加し2,585億円の収入とな

った。

財務活動によるキャッシュ・フローは、前中間連結会計期間に比べ1,529億円減少し2,109億円の支出となっ

た。これは、主に社債の償還による支出、及び配当金の支払等によるものである。

(2) 経営方針・経営戦略等

当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はない。

(3) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はない。

(4) 研究開発活動

当中間連結会計期間の研究開発費の総額は464百万円である。

なお、当中間連結会計期間において、研究開発活動の状況に重要な変更はない。
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(5) 生産、受注及び販売の実績

当社グループは、主に国内火力・ガス事業が、連結会社の売上収益の大半を占めているため、生産、受注及び販

売の実績については、上記国内火力・ガス事業について記載している。

国内火力・ガス事業における発電実績、販売実績及び主要燃料の受払状況については以下のとおりである。

なお、国内火力・ガス事業は、販売電力量が景気動向等の影響を受けることや、夏季と冬季に高い水準となる傾

向にあり、季節ごとの業績に変動が生じることがある。

イ：発電実績

（国内火力・ガス事業における発電実績）

前中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

発電電力量（百万kWh） 110,214 110,815

ロ：販売実績

（国内火力・ガス事業における販売実績）

前中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

販売電力量（百万kWh） 112,126 113,083

販売額（百万円） 2,040,661 1,944,515

ハ：主要燃料の受払状況

種別 期首残高 受入量 前期比（％） 払出量 前期比（％） 期末残高

石炭（t） 1,795,253 10,141,821 96.1% 10,420,753 97.1% 1,516,320

重油（kL） 48,225 17,387 12.4% 15,023 10.5% 50,589

LNG（t） 917,207 13,050,841 100.8% 12,742,378 101.0% 1,225,670

(6) 主要な設備

当中間連結会計期間において新たに確定した重要な設備の新設・除却等の計画は次のとおりである。

セグメントの名称 地点名
出力

（千kW）
廃止

国内火力・ガス事業 姉崎５・６号 600×２ 2025年９月

国内火力・ガス事業 袖ケ浦１号 600×１ 2025年９月

国内火力・ガス事業 知多５号 854×１ 2025年９月

国内火力・ガス事業 広野２号 600×１ 2025年９月

前連結会計年度末において計画中であった重要な設備の新設等について、当中間連結会計期間において、運転を

開始した設備はない。

３ 【重要な契約等】

該当事項なし。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 50,000,000

Ａ種種類株式 2

Ｂ種種類株式 2

計 50,000,000

（注）当社の各種類株式の発行可能種類株式総数の合計は50,000,004株であるが、上記の「計」の欄では、当社定

款に定める発行可能株式総数50,000,000株を記載している。なお、当社が、実際に発行できる株式の総数

は、発行可能株式総数の範囲内である。また、発行可能種類株式総数の合計と発行可能株式総数の一致につ

いては、会社法上要求されていない。

② 【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2025年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(2025年11月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 20,000,000 20,000,000 非上場 （注）１、２

計 20,000,000 20,000,000 ― ―

(注) １．当社の株式を譲渡により取得するには、株主総会の承認を要する旨定款に定めている。

２．当社は、単元株制度は採用していない。

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項なし。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項なし。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2025年４月１日～
2025年９月30日

－ 20,000,000 － 100,000 － 25,000

(5) 【大株主の状況】

2025年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数
の割合(％)

東京電力フュエル＆パワー株式
会社

東京都千代田区内幸町一丁目１番３号 10,000,000 50.00

中部電力株式会社 愛知県名古屋市東区東新町１番地 10,000,000 50.00

計 ― 20,000,000 100.00

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2025年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

20,000,000 「１(1)②発行済株式」の記載を参照
20,000,000

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 20,000,000 ― ―

総株主の議決権 ― 20,000,000 ―

② 【自己株式等】

該当事項なし。

２ 【役員の状況】

該当事項なし。
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第４ 【経理の状況】

１．要約中間連結財務諸表の作成方法について

当社の要約中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」 (1976年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。)第312条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して作

成している。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第３号の上欄に掲げる会社に該当しているが、同項ただし

書後段の規定に基づき、連結財務諸表規則第１編及び第５編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成している。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間(2025年４月１日から2025年９月30

日まで)に係る要約中間連結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による期中レビューを受けている。
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１ 【要約中間連結財務諸表】

(1) 【要約中間連結財政状態計算書】

(単位：百万円)

注記
前連結会計年度
(2025年３月31日)

当中間連結会計期間
(2025年９月30日)

資産

流動資産

現金及び現金同等物 1,261,635 1,227,041

営業債権及びその他の債権 784,896 672,528

棚卸資産 12 321,107 252,964

デリバティブ資産 12 347,241 431,077

その他の金融資産 93,010 110,626

その他の流動資産 109,174 71,155

小計 2,917,065 2,765,393

売却目的で保有する資産 14 128,589 178,220

流動資産合計 3,045,655 2,943,613

非流動資産

有形固定資産 ８ 2,905,181 2,485,613

使用権資産 440,730 457,621

のれん及び無形資産 374,252 186,722

持分法で会計処理されている投資 1,299,241 1,454,172

デリバティブ資産 12 197,191 167,083

その他の金融資産 12 177,426 152,330

繰延税金資産 97,610 101,489

その他の非流動資産 52,458 34,290

非流動資産合計 5,544,093 5,039,321

資産合計 8,589,748 7,982,935
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(単位：百万円)

注記
前連結会計年度
(2025年３月31日)

当中間連結会計期間
(2025年９月30日)

負債及び資本

負債

流動負債

営業債務及びその他の債務 812,905 621,379

社債及び借入金 425,855 288,827

リース負債 79,228 78,527

デリバティブ負債 12 342,713 429,814

その他の金融負債 54,928 22,672

その他の流動負債 128,887 166,226

小計 1,844,518 1,607,448

売却目的で保有する資産に直接関連す
る負債

14 93,009 92,242

流動負債合計 1,937,528 1,699,690

非流動負債

社債及び借入金 ９,12 2,673,860 2,420,460

リース負債 343,024 351,219

デリバティブ負債 12 118,964 106,817

その他の金融負債 12 195,999 181,412

繰延税金負債 89,223 80,271

その他の非流動負債 237,877 158,614

非流動負債合計 3,658,948 3,298,796

負債合計 5,596,477 4,998,487

資本

資本金 100,000 100,000

資本剰余金 1,183,936 1,146,237

その他資本性金融商品 199,392 199,392

利益剰余金 900,859 1,012,746

その他の資本の構成要素 513,447 415,263

売却目的で保有する資産に関連してそ
の他の包括利益に認識され資本に累積
される金額

△1,473 9,982

親会社の所有者に帰属する持分合計 2,896,162 2,883,622

非支配持分 97,108 100,825

資本合計 2,993,271 2,984,448

負債及び資本合計 8,589,748 7,982,935
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(2) 【要約中間連結損益計算書】

(単位：百万円)

注記
前中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

売上収益 ６,11 1,651,062 1,529,870

売上原価 △1,392,988 △1,284,184

売上総利益 258,073 245,685

販売費及び一般管理費 △92,587 △93,097

その他の収益 21,929 38,977

その他の費用 △4,274 △7,284

持分法による投資損益（△は損失） 14,258 32,932

営業利益 197,399 217,213

金融収益 48,336 41,335

金融費用 △28,877 △28,208

税引前中間利益 216,858 230,340

法人所得税費用 △44,538 △51,215

中間利益 172,320 179,124

中間利益の帰属

親会社の所有者 ６ 138,926 156,293

非支配持分 33,394 22,830

中間利益 172,320 179,124
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(3) 【要約中間連結包括利益計算書】

(単位：百万円)

注記
前中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

中間利益 172,320 179,124

その他の包括利益

純損益に振り替えられることのない項目

その他の包括利益を通じて測定する
金融資産の公正価値の純変動

△5,393 880

確定給付制度の再測定 △1,099 671

持分法適用会社におけるその他の
包括利益に対する持分

△84 261

純損益に振り替えられる可能性のある
項目

在外営業活動体の換算差額 92,497 △105,717

キャッシュ・フロー・ヘッジの公正価
値の変動額の有効部分

△35,736 △800

持分法適用会社におけるその他の
包括利益に対する持分

12,502 △5,885

税引後その他の包括利益 62,685 △110,589

中間包括利益 235,006 68,534

中間包括利益の帰属

親会社の所有者 211,736 70,993

非支配持分 23,270 △2,458

中間包括利益 235,006 68,534
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(4) 【要約中間連結持分変動計算書】

前中間連結会計期間(自 2024年４月１日 至 2024年９月30日)

（単位：百万円）

注記

親会社の所有者に帰属する持分

資本金 資本剰余金 その他資本性
金融商品 利益剰余金

その他の資本の構成要素

在外営業活動
体の換算差額

キャッシュ・
フロー・ヘッ
ジの公正価値
の変動額の有

効部分

2024年３月31日残高 100,000 1,195,253 199,392 719,558 346,893 58,785

中間利益 138,926

その他の包括利益 104,145 △24,758

中間包括利益合計 138,926 104,145 △24,758

配当金 10

その他資本性金融商品
の所有者に対する分配 △2,196

支配喪失を伴わない子
会社に対する所有者持
分の変動

△1,141 △29

連結子会社の増資によ
る持分の変動

その他の資本の構成要
素から利益剰余金への
振替

△1,796

非金融資産の取得価額
への振替 △94

非支配持分に係る売建
プット・オプションに
よる変動

12 △5,226

その他の増減 △9

所有者との取引額等合計 - △6,376 - △3,992 △29 △94

2024年９月30日残高 100,000 1,188,876 199,392 854,492 451,008 33,932
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注記

親会社の所有者に帰属する持分

非支配持分 資本合計

その他の資本の構成要素

合計
その他の包括
利益を通じて
測定する金融
資産の公正価
値の純変動

確定給付制度
の再測定 合計

2024年３月31日残高 12,756 - 418,434 2,632,639 25,978 2,658,618

中間利益 138,926 33,394 172,320

その他の包括利益 △5,470 △1,107 72,809 72,809 △10,123 62,685

中間包括利益合計 △5,470 △1,107 72,809 211,736 23,270 235,006

配当金 10 △52,255 △52,255

その他資本性金融商品
の所有者に対する分配 △2,196 △2,196

支配喪失を伴わない子
会社に対する所有者持
分の変動

△29 △1,170 62,267 61,097

連結子会社の増資によ
る持分の変動 531 531

その他の資本の構成要
素から利益剰余金への
振替

688 1,107 1,796

非金融資産の取得価額
への振替 △94 △94 △94

非支配持分に係る売建
プット・オプションに
よる変動

12 △5,226 25,226 20,000

その他の増減 △9 △9

所有者との取引額等合計 688 1,107 1,672 △8,696 35,770 27,073

2024年９月30日残高 7,975 - 492,916 2,835,679 85,019 2,920,698
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当中間連結会計期間(自 2025年４月１日 至 2025年９月30日)

（単位：百万円）

注記

親会社の所有者に帰属する持分

資本金 資本剰余金 その他資本
性金融商品 利益剰余金

その他の資本の構成要素

在外営業活
動体の換算

差額

キャッシ
ュ・フロ
ー・ヘッジ
の公正価値
の変動額の
有効部分

その他の包
括利益を通
じて測定す
る金融資産
の公正価値
の純変動

2025年３月31日残高 100,000 1,183,936 199,392 900,859 455,938 47,684 9,824

中間利益 156,293

その他の包括利益 △76,468 △10,646 △1,309

中間包括利益合計 156,293 △76,468 △10,646 △1,309

配当金 10 △43,100

その他資本性金融商品
の所有者に対する分配 △2,172

支配喪失を伴わない子
会社に対する所有者持
分の変動

3,099 165 △496

連結子会社の増資によ
る持分の変動

子会社の支配喪失に伴
う変動

その他の資本の構成要
素から利益剰余金への
振替

866

売却目的保有に分類さ
れる処分グループに係
るその他の資本の構成
要素

△9,199

非金融資産の取得価額
への振替 △230

非支配持分に係る売建
プット・オプションに
よる変動

12 △40,823

その他の増減 25

所有者との取引額等合計 - △37,698 - △44,406 165 △727 △9,199

2025年９月30日残高 100,000 1,146,237 199,392 1,012,746 379,635 36,311 △683
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注記

親会社の所有者に帰属する持分

非支配持分 資本合計

その他の資本の構成要素 売却目的で保有
する資産に関連
してその他の包
括利益に認識さ
れ資本に累計さ

れる金額

合計確定給付制度
の再測定 合計

2025年３月31日残高 - 513,447 △1,473 2,896,162 97,108 2,993,271

中間利益 156,293 22,830 179,124

その他の包括利益 866 △87,557 2,257 △85,300 △25,289 △110,589

中間包括利益合計 866 △87,557 2,257 70,993 △2,458 68,534

配当金 10 △43,100 △41,468 △84,568

その他資本性金融商品
の所有者に対する分配 △2,172 △2,172

支配喪失を伴わない子
会社に対する所有者持
分の変動

△331 2,768 15,065 17,833

連結子会社の増資によ
る持分の変動 2,425 2,425

子会社の支配喪失に伴
う変動 △4,143 △4,143

その他の資本の構成要
素から利益剰余金への
振替

△866 △866

売却目的保有に分類さ
れる処分グループに係
るその他の資本の構成
要素

△9,199 9,199

非金融資産の取得価額
への振替 △230 △230 △230

非支配持分に係る売建
プット・オプションに
よる変動

12 △40,823 34,297 △6,526

その他の増減 25 25

所有者との取引額等合計 △866 △10,626 9,199 △83,533 6,175 △77,357

2025年９月30日残高 - 415,263 9,982 2,883,622 100,825 2,984,448
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(5) 【要約中間連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：百万円)

注記
前中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前中間利益 216,858 230,340

減価償却費及び償却費 159,643 170,515

金融収益及び金融費用 △11,537 △6,590

持分法による投資損益（△は益） △14,258 △32,932

営業債権及びその他の債権の増減額
（△は増加）

△31,307 95,572

棚卸資産の増減額（△は増加） △13,436 67,231

営業債務及びその他の債務の増減額
（△は減少）

43,344 △160,285

デリバティブ資産及びデリバティブ負債
の増減額

△37,978 △8,506

その他の金融資産の増減額（△は増加） △5,635 △11,280

その他の金融負債の増減額（△は減少） △62,915 △35,934

未払消費税等の増減額（△は減少） △68,881 39,581

その他 △1,198 △47,071

小計 172,697 300,639

配当金の受取額 31,117 46,181

利息の受取額 36,322 28,915

利息の支払額 △21,744 △24,527

法人所得税の支払額又は還付額（△は支払） △41,901 △26,443

営業活動によるキャッシュ・フロー 176,491 324,765

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △79,183 △98,689

無形資産の取得による支出 △12,534 △7,016

投資有価証券の取得による支出 △5,318 △27,255

投資有価証券の売却による収入 7,144 43,285

連結範囲の変更を伴う子会社の取得による支出 △21,162 -

連結範囲の変更を伴う子会社の売却による収入 - 11,064

その他 1,705 12,358

投資活動によるキャッシュ・フロー △109,348 △66,253
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(単位：百万円)

注記
前中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 12,672 3,715

長期借入れによる収入 25,825 24,091

長期借入金の返済による支出 △192,086 △160,600

社債の発行による収入 ９ 137,659 118,392

社債の償還による支出 ９ - △82,100

リース負債の返済による支出 △46,462 △46,572

配当金の支払額 10 - △43,100

非支配株主への配当金の支払額 △52,255 △41,468

連結範囲の変更を伴わない子会社株式の売却に
よる収入

59,226 18,200

その他資本性金融商品の所有者に対する分配の
支払額

△3,046 △3,013

その他 493 1,509

財務活動によるキャッシュ・フロー △57,973 △210,947

現金及び現金同等物に係る換算差額 △78,873 △52,482

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △69,703 △4,917

現金及び現金同等物の期首残高 1,405,387 1,261,635

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 16 - △21,936

売却目的で保有する資産への振替に伴う現金及び
現金同等物の増減額（△は減少）

14 - △7,739

現金及び現金同等物の中間期末残高 1,335,683 1,227,041
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【要約中間連結財務諸表注記】

１．報告企業

株式会社JERA(以下「当社」という。)は日本に所在する株式会社である。その登記されている本社及び主要な事業

所の住所は当社のウェブサイト(https://www.jera.co.jp/)で開示している。2025年９月30日に終了する６ヶ月間の当

社の要約中間連結財務諸表は、当社及びその子会社(以下「当社グループ」という。)、並びに当社の関連会社、ジョ

イント・オペレーション（共同支配事業）及びジョイント・ベンチャー（共同支配企業）に対する持分により構成さ

れている。

当社グループの事業内容は、国内火力・ガス事業、燃料事業、海外・再エネ発電事業である。各事業の内容につい

ては注記「６．セグメント情報」に記載している。

２．作成の基礎

(1) IFRSに準拠している旨

当社グループの要約中間連結財務諸表は、連結財務諸表規則第１条の２に掲げる「指定国際会計基準特定会社」

の要件を満たすことから、同第312条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して作成してい

る。

要約中間連結財務諸表は、年次連結財務諸表で要求されている全ての情報が含まれていないため、前連結会計年

度の連結財務諸表と併せて利用されるべきものである。

本要約中間連結財務諸表は、2025年11月12日に代表取締役社長CEO兼COO奥田久栄によって承認されている。

(2) 機能通貨及び表示通貨

当社グループの要約中間連結財務諸表は、当社の機能通貨である日本円を表示通貨としており、百万円未満を切

り捨て表示している。

３．重要性がある会計方針

要約中間連結財務諸表において適用する重要性がある会計方針は、前連結会計年度に係る連結財務諸表において適

用した会計方針と同一である。

なお、当中間連結会計期間の法人所得税費用は、見積年次実効税率を基に算定している。

４．重要な会計上の判断、見積り及び仮定

IFRSに準拠した要約中間連結財務諸表の作成において、経営者は、会計方針の適用並びに資産、負債、収益及び費

用の報告額に影響を及ぼす判断、見積り及び仮定を用いている。実際の業績は、これらの見積りとは異なる場合があ

る。

見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直される。会計上の見積りの見直しによる影響は、見積りを見直した

会計期間及びそれ以降の将来の会計期間において認識される。

経営者が行った要約中間連結財務諸表の金額に重要な影響を与える判断及び見積りは、前連結会計年度に係る連結

財務諸表と同様である。

５．事業の季節性

当社グループの売上収益に関しては、夏季と冬季の販売電力量が高い水準となる傾向にあるため、また、売上原価

に関しては、発電所の修繕工事完了時期等の影響を受けるため、報告期間ごとの業績に季節的変動がある。
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６．セグメント情報

(1) 報告セグメントの概要

当社グループの事業セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、経営

会議が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっている。

当社グループは、市場、製品及びサービスの性質並びに経済的特徴の類似性に基づいて、複数の事業セグメント

を集約しており、以下の３区分としている。

報告セグメント 概要

燃料事業
燃料上流事業等への投資、燃料輸送・燃料トレーディン
グ事業

海外・再エネ発電事業
海外の発電事業や国内外の再生可能エネルギー発電事業
等への投資

国内火力・ガス事業 国内における電力・ガスの販売等

(2) 報告セグメントに関する情報

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「３．重要性がある会計方針」における記載と同一であ

る。

セグメント利益は、要約中間連結損益計算書の親会社の所有者に帰属する中間利益と調整を行っている。

セグメント間の売上収益は、市場実勢価格や原価をベースに設定された社内取引価格等に基づいて算定してい

る。

前中間連結会計期間(自 2024年４月１日 至 2024年９月30日)

(単位：百万円)

報告セグメント
調整額
(注２)

要約中間
連結財務諸表

計上額燃料事業
海外・再エネ
発電事業

国内火力・
ガス事業

合計

売上収益

顧客との契約から
生じる収益

8,652 30,147 2,020,163 2,058,962 - 2,058,962

その他の収益(注１) △428,399 - 20,498 △407,900 - △407,900

外部顧客への
売上収益

△419,746 30,147 2,040,661 1,651,062 - 1,651,062

セグメント間の
売上収益

621,085 277 △779 620,583 △620,583 -

合計 201,338 30,424 2,039,882 2,271,645 △620,583 1,651,062

セグメント利益
（△は損失)

64,790 4,234 69,982 139,007 △81 138,926

(注)１．その他の収益には、IFRS第16号「リース」に基づくリース収益、IFRS第９号「金融商品」に基づく利息、配

当収益及びデリバティブ取引に係る損益等が含まれている。燃料事業の売上収益201,338百万円には、シン

ガポール等で燃料トレーディング事業を営む子会社において、仕入・売上双方に現物取引・ファイナンシャ

ル取引といった取引契約を活用し、その未実現の評価損益を売上に計上している金額、及び、実現取引を純

額で売上計上した金額が含まれている。この金額からセグメント間の内部売上収益を控除したことにより、

その他の収益は△428,399百万円、外部顧客への売上収益は△419,746百万円となる。

２．報告セグメントの利益（△は損失）の金額の合計額と要約中間連結財務諸表計上額との差額は、セグメント

間取引の消去及び未実現利益の控除によるものである。
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当中間連結会計期間(自 2025年４月１日 至 2025年９月30日)

(単位：百万円)

報告セグメント
調整額
(注２)

要約中間
連結財務諸表

計上額燃料事業
海外・再エネ
発電事業

国内火力・
ガス事業

合計

売上収益

顧客との契約から
生じる収益

11,385 33,983 1,912,417 1,957,786 - 1,957,786

その他の収益(注１) △462,964 2,949 32,098 △427,916 - △427,916

外部顧客への
売上収益

△451,578 36,932 1,944,515 1,529,870 - 1,529,870

セグメント間の
売上収益

654,734 49 28,563 683,346 △683,346 -

合計 203,155 36,981 1,973,078 2,213,216 △683,346 1,529,870

セグメント利益
（△は損失）

62,752 19,976 89,765 172,494 △16,200 156,293

(注)１．その他の収益には、IFRS第16号「リース」に基づくリース収益、IFRS第９号「金融商品」に基づく利息、配

当収益及びデリバティブ取引に係る損益等が含まれている。燃料事業の売上収益203,155百万円には、シン

ガポール等で燃料トレーディング事業を営む子会社において、仕入・売上双方に現物取引・ファイナンシャ

ル取引といった取引契約を活用し、その未実現の評価損益を売上に計上している金額、及び、実現取引を純

額で売上計上した金額が含まれている。この金額からセグメント間の内部売上収益を控除したことにより、

その他の収益は△462,964百万円、外部顧客への売上収益は△451,578百万円となる。

２．報告セグメントの利益（△は損失）の金額の合計額と要約中間連結財務諸表計上額との差額は、セグメント

間取引の消去及び未実現利益の控除によるものである。
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７．企業結合

前中間連結会計期間(自 2024年４月１日 至 2024年９月30日)

重要な企業結合はない。

当中間連結会計期間(自 2025年４月１日 至 2025年９月30日)

重要な企業結合はない。

８．有形固定資産

(1) 取得及び処分

前中間連結会計期間における有形固定資産の取得（企業結合による取得を含む）及び処分の金額は、それぞれ

173,133百万円、△350百万円である。

当中間連結会計期間における有形固定資産の取得（企業結合による取得を含む）及び処分の金額は、それぞれ

78,525百万円、△2,883百万円である。

(2) コミットメント

前連結会計年度末における有形固定資産の取得に関する契約上のコミットメントの金額は363,952百万円である。

当中間連結会計期間末における有形固定資産の取得に関する契約上のコミットメントの金額は395,309百万円であ

る。
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９．社債

前中間連結会計期間(自 2024年４月１日 至 2024年９月30日)

発行した社債は、以下のとおりである。

会社名 銘柄 発行年月日
発行総額
(百万円)

利率 償還期限

株式会社JERA
第 24回無担保社債
（社債間限定同順位
特約付）

2024年４月24日 20,000 0.876 2029年４月25日

〃
第 25回無担保社債
（社債間限定同順位
特約付）

2024年４月24日 6,000 1.054 2031年４月25日

〃
第 26回無担保社債
（社債間限定同順位
特約付）

2024年６月25日 20,000 0.924 2029年６月25日

〃
第 27回無担保社債
（社債間限定同順位
特約付）

2024年６月13日 20,000 0.924 2029年６月13日

〃
第２回米ドル建普通
社債

2024年９月４日
71,410

[500百万米ドル]
4.614 2029年９月４日

当中間連結会計期間(自 2025年４月１日 至 2025年９月30日)

発行した社債は、以下のとおりである。

会社名 銘柄 発行年月日
発行総額
(百万円)

利率 償還期限

株式会社JERA
第 30回無担保社債
（社債間限定同順位
特約付）

2025年４月23日 20,000 1.125 2028年４月25日

〃
第31回無担保社債
（社債間限定同順位
特約付）

2025年６月24日 25,000 1.504 2030年６月25日

〃
第３回米ドル建普通
社債

2025年９月２日
74,405

[500百万米ドル]
4.544 2030年９月２日

償還した社債は、以下のとおりである。

会社名 銘柄 発行年月日
発行総額
(百万円)

利率 償還期限

株式会社JERA
第７回無担保社債
（社債間限定同順位
特約付）

2022年４月27日 70,000 0.200 2025年４月25日

〃
第 10回無担保社債
（社債間限定同順位
特約付）

2022年６月22日 12,100 0.350 2025年６月25日
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10．配当金

(1) 配当金支払額

前中間連結会計期間(自 2024年４月１日 至 2024年９月30日)

無配のため、記載すべき事項はない。

当中間連結会計期間(自 2025年４月１日 至 2025年９月30日)

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)
１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

2025年６月20日
定時株主総会

普通株式 43,100 2,155 2025年3月31日 2025年６月21日

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの

前中間連結会計期間(自 2024年４月１日 至 2024年９月30日)

無配のため、記載すべき事項はない。

当中間連結会計期間(自 2025年４月１日 至 2025年９月30日)

無配のため、記載すべき事項はない。

11．売上収益

売上収益の内訳は、注記「６．セグメント情報」に記載のとおりである。
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12．公正価値測定

(1) 公正価値ヒエラルキーの定義

当社グループは、公正価値の測定を、それに使用したインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つ

のレベルに分類している。

レベル１：同一の資産又は負債の活発な市場における(無調整の)相場価格により測定した公正価値

レベル２：レベル１以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを使用して測定した公正価値

レベル３：重要な観察可能でないインプットを使用して測定した公正価値

公正価値の測定に複数のインプットを使用している場合には、その公正価値の測定の全体において重要な最も低

いレベルのインプットに基づいて公正価値のレベルを決定している。

公正価値ヒエラルキーのレベル間の振替は、振替のあった各報告期間の期末時点で発生したものとして認識して

いる。

(2) 経常的に公正価値で測定する資産及び負債

前連結会計年度末及び当中間連結会計期間末における、経常的に公正価値で測定する資産及び負債の内訳は、以

下のとおりである。

前連結会計年度(2025年３月31日)

(単位：百万円)

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

資産

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産

デリバティブ資産(注２) 105,027 423,812 16,878 545,718

その他 - - 3,150 3,150

その他の包括利益を通じて公正価値で測定す
る資本性金融資産

株式及び出資金 34,452 - 70,053 104,506

棚卸資産 - 56,444 - 56,444

合計 139,479 480,257 90,082 709,820

負債

純損益を通じて公正価値で測定する金融負債

デリバティブ負債(注３) 95,910 365,733 12,236 473,880

合計 95,910 365,733 12,236 473,880

(注)１．前連結会計年度において、レベル１とレベル２の間における振替はない。

２．売却目的で保有する資産を含めている。売却目的で保有する資産については「14. 売却目的保有に分類され

る処分グループ」に記載のとおりである。

３．売却目的で保有する資産に直接関連する負債を含めている。売却目的で保有する資産に直接関連する負債に

ついては「14. 売却目的保有に分類される処分グループ」に記載のとおりである。
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当中間連結会計期間(2025年９月30日)

(単位：百万円)

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

資産

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産

デリバティブ資産(注２) 137,911 447,686 15,468 601,066

その他 - - 4,437 4,437

その他の包括利益を通じて公正価値で測定す
る資本性金融資産

株式及び出資金(注２) 33,774 - 67,668 101,442

棚卸資産 - 56,378 - 56,378

合計 171,685 504,064 87,574 763,324

負債

純損益を通じて公正価値で測定する金融負債

デリバティブ負債 144,708 390,907 1,016 536,632

合計 144,708 390,907 1,016 536,632

(注)１．当中間連結会計期間において、レベル１とレベル２の間における振替はない。

２．売却目的で保有する資産を含めている。売却目的で保有する資産については「14. 売却目的保有に分類され

る処分グループ」に記載のとおりである。

経常的に公正価値で測定する資産及び負債の公正価値の主な測定方法は、以下のとおりである。

デリバティブ

取引先から提示された価格等によっている。また、トレーディング目的で実施するデリバティブ取引の公正価

値については、取引所価格又は取引対象物に関連した期末指標価格に必要に応じて利子率その他の変動要因を調

整した価格によっている。主にレベル２に分類している。

なお、重要な観察不能なインプットは主として、一部の燃料価格、相関係数、ボラティリティになる。

株式及び出資金

株式のうち活発な市場が存在する銘柄の公正価値は市場価格に基づいて算定しているため、レベル１に分類し

ている。また、株式及び出資金のうち活発な市場が存在しない銘柄で、公正価値を重要な観察不能なインプット

を用いて第三者による鑑定評価、及び純資産価値に基づく評価技法で算定した金額で測定した銘柄についてレベ

ル３に分類している。

なお、重要な観察不能なインプットは主として割引率であり、公正価値は割引率の上昇(低下)により減少(増

加)することとなる。

使用した割引率は前連結会計年度末及び当中間連結会計期間末において5.8％～9.7％である。

棚卸資産

取引所価格または取引対象物に関連した期末指標価格に必要に応じて利子率その他の変動要因を調整した価格

によっており、レベル２に区分している。

レベル３に分類した資産及び負債については、公正価値測定の評価方針及び手続に従い、担当部署が各対象資産、

負債の評価方法を決定し、公正価値を測定している。

また、公正価値の測定結果については適切な権限者が承認している。
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レベル３に分類された経常的に公正価値で測定する資産及び負債の増減(純額)は、以下のとおりである。なお、

売却目的で保有する資産及び売却目的で保有する資産に直接関連する負債の増減も含めている。

(単位：百万円)

前中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

期首残高 70,969 77,845

利得又は損失合計 14,488 4,762

純損益(注１) 14,862 4,753

その他の包括利益(注２) △374 8

購入等 △15,465 1,920

売却 0 -

決済 610 △1,093

その他 6,360 3,123

中間期末残高 76,962 86,557

報告期間末に保有している資産及び負債について
純損益に計上された中間期の未実現損益の変動
(注１)

14,862 4,753

(注)１．要約中間連結損益計算書において、主に「売上収益」に含まれている。

２．要約中間連結包括利益計算書において、「その他の包括利益を通じて測定する金融資産の公正価値の純変

動」に含まれている。

(3) 償却原価で測定する金融資産及び負債

前連結会計年度末及び当中間連結会計期間末における、償却原価で測定する金融資産及び負債の帳簿価額及び公

正価値の内訳は以下のとおりである。なお、長期借入金及び社債以外の償却原価で測定する金融資産及び金融負債

の公正価値は帳簿価額と近似しているため含めていない。

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当中間連結会計期間
(2025年９月30日)

帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値

長期借入金（※） 2,377,447 2,358,085 2,000,874 1,980,558

社債 730,644 714,036 767,058 746,552

（※）１年以内に返済予定のもの及び売却目的で保有する資産に直接関連する負債を含めている。

上記の金融負債の公正価値の主な測定方法は、以下のとおりである。

長期借入金は、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によ

っており、レベル２に分類している。

社債は、新規に同様の社債を発行した場合に想定される条件により算定しており、レベル２に分類している。

(4) その他

当社グループにおいて、非支配持分株主に付与している子会社持分の売建プット・オプションは、その行使価格

の現在価値を金融負債として認識するとともに、非支配持分の認識を中止し、その差額を資本剰余金として認識し

ている。

当社グループが非支配持分株主に対して付与した子会社持分の売建プット・オプションは、行使価格の現在価値

で測定されており、前連結会計年度末及び当中間連結会計期間末における帳簿価額は、それぞれ146,306百万円及び

152,833百万円であり、要約中間連結財政状態計算書上のその他の金融負債（非流動負債）に含まれている。
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13．偶発負債

保証債務等

ジョイント・ベンチャー、関連会社及びその他の会社における金融機関からの借入金について当社グループが行っ

ている保証及び保証類似行為、また、契約の履行に対する保証債務は、以下のとおりである。

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当中間連結会計期間
(2025年９月30日)

借入金に対する保証債務

ジョイント・ベンチャー 75,270 72,372

関連会社 49,900 21,493

その他 4,663 4,575

合計 129,834 98,441

契約の履行に対する保証債務

ジョイント・ベンチャー 34,645 103,998

関連会社 40,789 83,427

その他 51,002 41,632

合計 126,437 229,059

(注)保証総額全体のうち、42,104百万円については、当社の保証に対し他社より再保証を受けている。

なお、当中間連結会計期間末において、保証実行により重大な損失が発生する可能性の高い保証はない。
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14．売却目的保有に分類される処分グループ

売却目的で保有する資産及び売却目的で保有する資産に直接関連する負債の主要な種類は以下のとおりである。

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当中間連結会計期間
(2025年９月30日)

売却目的で保有する資産

有形固定資産 111,930 92,151

その他の金融資産 5,183 27,108

持分法で会計処理されている投資 - 24,172

のれん及び無形資産 - 20,406

その他 11,475 14,381

合計 128,589 178,220

売却目的で保有する資産に直接関連する負債

社債及び借入金 27,980 81,902

繰延税金負債 - 7,581

その他の非流動負債 40,867 1,557

その他の流動負債 - 976

その他 24,161 223

合計 93,009 92,242

当中間連結会計期間における売却目的で保有する資産及び負債のうち、主なものは、海外・再エネ発電事業セグメ

ントにおける国内洋上風力案件の売却を意思決定したことによるものである。

当該処分グループについては、売却コスト控除後の公正価値が帳簿価額を上回っているため帳簿価額で測定してい

る。

15．後発事象

（米国ルイジアナ州ヘインズビル地区におけるシェールガス開発・生産事業への参画について）

当社グループは、子会社を通じて、米国GEP Haynesville Ⅱ, LLC（以下、GEPⅡ社）およびSouth Mansfield

E&P, LLC（以下、SMEP社）が米国ルイジアナ州西部ヘインズビル地区で保有するシェールガス開発・生産事業権益

を取得することとした。

当社グループは、2025年10月22日付で、GEPⅡ社との間で、GEPⅡ社が保有する本事業の権益を取得する権益売買

契約を締結するとともに、SMEP社に出資する米国Williams Upstream Holdings, LLCとの間で、SMEP社の株式100%を

取得する株式売買契約を締結した。両契約の締結を通じて、当社は両社が保有する本事業資産の100％を取得するこ

ととなる。今後、必要な許認可取得等の手続きを経て権益取得を完了する予定である。なお、当社の権益取得額は

約15億米ドルである。現時点において、本取引が当社連結財務諸表へ与える影響額を合理的に算定することは困難

である。

16．追加情報

（共同支配企業の形成）

当社は、2025年８月１日、当社の再生可能エネルギー事業子会社であるJERA Nex Limited及びbpの洋上風力発電

事業の統合を完了し、両社の共同出資（出資比率50:50）による合弁会社JERA Nex bp Limitedを発足した。

当社グループはJERA Nex bp Limitedを共同支配企業に分類し、JERA Nex LimitedからJERA Nex bp Limitedへ移

管された洋上風力発電事業会社を含め持分法を適用している。当中間連結会計期間末において、要約中間連結財政

状態計算書の「持分法で会計処理されている投資」として認識した金額は3,589億円である。

なお、当該洋上風力発電事業の統合により生じた、連結子会社の支配喪失に伴う所有持分の変動について認識し

た損益の額に、重要性はない。
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２ 【その他】

該当事項なし。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。



独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2025年11月12日

株式会社ＪＥＲＡ

取締役会 御中

ＥＹ新日本有限責任監査法人

東 京 事 務 所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 有 倉 大 輔

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 前 川 和 之

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 前 田 康 雄

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＪＥＲ

Ａの2025年４月１日から2026年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2025年４月１日から2025年９月30日

まで）に係る要約中間連結財務諸表、すなわち、要約中間連結財政状態計算書、要約中間連結損益計算書、要約中間連

結包括利益計算書、要約中間連結持分変動計算書、要約中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビ

ューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の要約中間連結財務諸表が、「連結財務諸表の用語、様式及び作

成方法に関する規則」第312条により規定された国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して、株式会社ＪＥＲＡ及

び連結子会社の2025年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「要約中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に

記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に

適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の

責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

要約中間連結財務諸表に対する経営者及び監査役の責任

経営者の責任は、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して要約中間連結財務諸表を作成し適正に表示するこ

とにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない要約中間連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

要約中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき要約中間連結財務諸表を作成するこ

とが適切であるかどうかを評価し、国際会計基準第１号「財務諸表の表示」第４項に基づき、継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。



要約中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から要約中間

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、要約中間連結財務諸表において、国際会計基準第１号「財務

諸表の表示」第４項に基づき、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、

継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において要約中間連結財務諸表の

注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する要約中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、

要約中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中

レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続でき

なくなる可能性がある。

・ 要約中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠していないと信じさせ

る事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた要約中間連結財務諸表の表示、構成及び内容、

並びに要約中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められない

かどうかを評価する。

・ 要約中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

監査人は、要約中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独

で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項につい

て報告を行う。

監査人は、監査役に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人

の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害

要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

(注) １．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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